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要 旨：成人期知的障害者が地域生活へ移行することを目標とした支援プログラムを，個々に応じ
て提供する『生活移行支援プログラム提供システム』開発に向けた基礎資料を得るため，様々な居
住環境で生活している知的障害者の実態を，適応スキルの側面から調査した．調査項目は，AAMR
の 10 の適応スキル領域，ICF における活動と参加の 9 領域，国内外で使用されている評価バッテ
リーを参考に，独自に作成した．その結果，成人期知的障害者における適応状況は MA による影響
を強く受けるものの，居住環境群により支援ニーズが異なることが明らかとなった．具体的には，
施設生活者はグループホーム生活者と比べ，ADL，IADL 領域に関連した適応スキルにより支援ニ
ーズが高かった．このことから，施設からグループホームなどの地域生活への移行を目標とした支
援プログラムには，ADL，IADL に関連した適応スキルを優先して支援していく必要性があること
が示唆された． 
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Ⅰ．はじめに  
 

平成 11 年 1 月，中央児童福祉審議会は「今

後の知的障害者・障害児施策のあり方につい

て」の中で，更生施設の機能の見直しとして「地

域生活を支援するためのサービスの充実化」と

「地域移行を促進するための個別プログラム

による訓練機能の強化」の必要性を指摘してい

る．しかし，移行を促進するための指導方針は

確立されておらず，入所更生施設からグループ

ホームや生活寮，アパートなどの地域生活への

移行率は，約 0.7％に過ぎない．ノーマライゼ

ーションの理念のもと，在宅支援サービスの充

実が図られ，地域の中でいきいきと生活する知

的障害者の姿が各地で報告されている．地域生

活への移行を促進するために，支援内容の具体

化と，個々の機能・能力に応じた支援目標を導

くアセスメントツールの開発が知的障害者援

護施設には求められている． 
知的障害者における地域生活の場として，グ

ループホームがあげられる．グループホームは，

日常的生活援助を受けながら地域生活を送る，

地域生活援助方法のひとつとして 1989（平成

元）年に制度化された．地方自治体の補助要綱

のもとに運営されている同様の生活援助機能

は，生活寮，生活ホーム，グループホーム等の

名称で呼ばれている．国の制度であるグループ

ホームは，制定当時，就労していることが入居

要件であったが，この要件も 2000（平成 12）
年に撤廃された．今後，重度知的障害者も十分

に移行対象となることが予想され，入所更生施

設からの具体的な移行先として捉えることが

できる． 
国の制度としてのグループホームと地方自

治体の制度としての生活寮，生活ホーム等は，

①地域社会の中にある住宅で，②数人の知的障

害者が，③一定の経済的負担を負って生活する，

という点で共通している．地域での生活をより

意義のあるものにするには，この①，②に関連

するスキルの向上を目指した支援が必要であ
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るといえる．数人の仲間と地域社会の中で生活

を営む上で重要なスキルとして，コミュニケー

ションやコミュニティ資源の利用，家事，余暇

などが考えられる．居住型施設生活者とグルー

プホーム生活者の間に，これらの領域に関連す

るスキルに質的な差異があるのであれば，移行

支援プログラムの重点的な支援領域として考

えられる。 
グループホームにおけるこれまでの研究は，

主に運営面（渡辺 他，1998，1998，2000；全

日本手をつなぐ育成会，2000）や生活実態（関

戸 他，1998；神奈川県知的障害施設団体連合

会，1999；島田 他，2002）に関するものが中

心に行われてきた．グループホームに入居する

知的障害者の適応スキルや ADL スキルに関す

る研究では，島田ら（2002）や有岡（1999）
などがあるが，前者は高齢者を対象とした実態

調査であり，後者はグループホーム適応の判別

方法に関するもので，移行支援システムの構築

という視点では，これまで，ほとんど研究がな

されていない．移行支援プログラムにおける支

援内容を具体化するためには，まず，居住環境

が異なる知的障害者の適応スキルの質的差異

を明らかにする必要がある． 
そこで，本研究では，地域生活への移行を目

標としたプログラムを個々に提供する『個別生

活移行支援プログラム提供システム』の開発に

向けた基礎資料を得るため，グループホーム，

在宅，施設に居住する成人期知的障害者の生活

実態に関する基礎調査を適応スキルの側面か

ら行い，居住環境が異なる知的障害者における

支援ニーズを明らかにすることを目的とする．  
 

Ⅱ．方法 
 
１． 対象者 
神奈川県 Y 市にある知的障害者援護施設（知

的障害者入所更生施設 2 ヶ所，知的障害者通所

授産施設 1 ヵ所）の利用者 276 名，グループホ

ームに入居している知的障害者 44 名，計 320
名である．分析対象者のCA，MAの分布をFig.1
に示す．生活年齢の平均は 30.1 歳（SD=9.72，
範囲 18～69），精神年齢（MA）の平均は 4 歳

6 ヶ月（SD=2.47，範囲 1.0～11.2）であった．

また，障害種別の内訳は，ダウン症者が 54 名，

自閉症者が 61 名，その他の精神遅滞（以下，

精神遅滞）が 205 名であった． 
居住環境別のプロフィールに関しては，入所施

設生活者が 122 名（CA 平均 32.6 歳，SD=11.36 

MA 平均 3.1 歳，SD=2.14），グループホーム生

活者が 44 名（CA 平均 35.1 歳，SD=8.17 MA
平均 6.5 歳，SD=1.72），在宅し通所施設を利用

している知的障害者が 154 名（CA 平均 26.6
歳，SD=7.18 MA 平均 5.1 歳，SD=2.26）で

あった． 
尚，調査用紙項目への記入率が 90％に満たなか

った 26 名は，あらかじめ分析対象から除外し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２． 調査内容 
現在，知的障害者の適応スキルを評価する尺度

として，『新版 S-M 社会生活能力検査（三木，

1980）』，『適応行動尺度（冨安 他，1973）』な

どが使用される場合があるが，適用年齢の低さ

や，開発以降20年以上が経過している事など，

必ずしも，地域生活への移行を念頭に置いた評

価尺度としては十分ではない．そこで，AAMR
（1992）の 10 の適応スキル領域，ICF（2001）
における活動と参加の 9 領域，国内外で使用さ

れている種々の評価バッテリー（適応行動尺度，

新版 S-M 社会生活能力検査，乳幼児精神発達

質問紙，乳幼児発達スケール，適応度調査表，

生活適応支援チェックリスト）を参考にし，13
領域 145 項目からなる調査用紙を独自に作成

した．各項目の評価は 5 段階に設定した介助レ

ベル（1：全介助～5：自立）で行った．また，

プロフィールとして，生活年齢，精神年齢，診

断名に関する情報を得た。 
 
３．調査方法 
対象者を直接担当する施設職員(在宅の者は

通所施設職員)に調査項目への記入を依頼し，回

収した．調査期間は 2002 年 10 月から 11 月で

ある． 
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Fig.1 分析対象者の CA-MA 分布 
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４．分析方法 
調査項目の評価基準に従い，1 点（全介助）

から 5 点（自立）の得点化を行った．すなわち，

得点が高いほど各スキル項目の達成度が高い

ことを示している．評価結果は，以下にしたが

って分析を行った。 
1）適応スキルに関する実態 
≫調査項目による評価：各調査項目の平均値

および領域別の平均値を求める．また，MA，

CA，IQ と各領域の平均値間の相関係数を求め

る． 
≫調査項目の「達成 MA」の算出：分析対象

者を，MA にもとづき再群化し，調査項目ごと

に，各 MA 水準における「ほぼ自立（評価値 4）
以上と評価された対象者の割合」を集計する。 
そして、70％以上の達成の見られた MA 群の中

で、最も低い MA を達成 MA とした。 
≫各対象者を平均得点により介助レベル別

に目立レベル(4 点以上)，間接介助レベル（3～
4 点），直接介助レベル(5 点未満)に再群化し，

居住環境別（GH，居住型施設，在宅）に利用

者数を集計する． 
2）居住環境による適応スキルの質的差異 
≫『居住環境別獲得困難項目』の抽出：調査

項目の「達成 MA」を基準に，個々の対象者の

「獲得困難項目」を求め(例：達成 MA が 4 歳

の項目を，MA5 歳の対象者が未達成の場合，

獲得困難項目とする)，居住環境群ごとに抽出し，

比較分析する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ．結果 
 

１． 適応スキルに関する実態 
1）調査項目による評価結果 
領域別の平均値を Table.1 に，調査項目平均

値の上位 10 項目と下位 10 項目を Table.2 に表

した。全調査項目の分析対象者全体の平均は

3.62（SD=1.13）であった。また，評価項目の

平均値で得点の高かった上位 10 項目は，「食

事」，「着脱」，「排泄」領域の項目であり，いず

れの項目も平均値 
が 4.5 点以上であった．同様に得点下位 10 項

目は，「作業技術」，「外出」，「金銭管理」領域

の項目であった．これらの項目は，今回調査対

象とした成人期知的障害者の多くの対象者に

とって，適応スキルに制約があることが明らか

となった． 
CA，MA，IQ と各領域得点との相関係数を求

め，Table3 に表した．CA と各領域の平均得点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Table.1 各領域，総合得点の平均値および SD 
M SD

食事 4.3 (0.88)
着脱 4.0 (1.10)
排泄 4.3 (0.99)
移動 3.8 (1.20)
身だしなみ 3.8 (1.28)
外出 3.4 (1.32)
金銭管理 2.5 (1.29)
起床・就寝 4.1 (1.18)
家事 3.3 (1.33)
余暇 3.6 (1.26)
健康管理 3.2 (1.45)
作業技術 3.3 (1.30)
作業態度 3.7 (1.18)
総合得点 3.6 (1.13)

得点

4 コップの使用 4.77
2 スプーンの使用 4.74

24 排泄時の着脱 4.67
3 フォークの使用 4.66

29 階段の昇り降り 4.65
66 計画的に貯金する 2.02
67 1週間の支出を調整する 2.03
65 小遣い帳をつける 2.16
80 手順のある調理 2.41

110 組立作業 2.47

上位5項目

下位5項目

項目
Table.2 評価得点上位 5 項目と下位 5 項目 

MA
IQ .999 **
CA -.015 -.029
食事 .599 .598 .005
着脱 .693 .692 -.039
排泄 .615 .615 -.045
移動 .774 * .773 * .021
身だしなみ .728 * .726 * .035
外出 .825 ** .823 ** .066
金銭管理 .808 ** .808 ** .080
起床･就寝 .661 .660 -.004
家事 .784 * .780 * .071
余暇 .757 * .754 * .052
健康管理 .789 * .786 * .121
作業技術 .788 * .785 * -.007
作業態度 .742 * .739 * .046
**r>.8  *r>.7

MA IQ CA
-- --

--
--
--

Table.3 CA,MA,IQ と各領域得点間の相関係数 
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間では，相関がみられなかったが，MA，IQ，

各領域の平均得点の間には，高い相関が認めら

れた．MA と領域平均値間で，0.7 以上の著し

く高い相関がみられた領域は，「移動」，「身だ

しなみ」，「外出」，「金銭管理」，「家事」，「余

暇」，「健康管理」，「作業技術」，「作業態度」の

9 領域であった． 
2）調査項目の「達成 MA」の算出 
各領域の平均値と MA，IQ との間には，いず

れの領域も高い相関が認められた．そこで，知

的水準による各項目の得点傾向をみることと

した．今回の調査項目が，どの程度の知的水準

で達成しているのかを明らかにするためであ

る． 
MA 段階ごとに，各調査項目において「ほぼ自

立（評価値 4）」以上と評価された割合（以下，

「達成率」と表す）を集計した結果，全ての項

目で，MA 水準の上昇に伴い達成率が概ね上昇

した．そこで，「項目別達成 MA」を，「達成率

が 70%以上であった最も低い MA 段階」と操作

的に定義し求めた（Table.4）．各 MA 水準にお

ける達成項目は，MA1 歳代で 3 項目，MA2 歳

代で 23 項目，MA3 歳代で 17 項目，MA4 歳代

で 29 項目，MA5 歳代で 35 項目，MA6 歳代で

28 項目，MA7 歳代以上で計 9 項目であり，今

回行った調査項目は 90%以上が 6 歳代で達成

していた． 
項目別にみると，生活面では「食事用具の使用」

や「服を着ること」，「排泄」，「階段の昇り降

り」「入浴」など身辺処理に関する項目は達成

MA が MA3 歳以下であった．一方，「食事のマ

ナー」，「身だしなみ」，「仲間とはぐれずに移

動する」などの社会性に関連する項目や，「食

器を並べる」，「おかずを盛り付ける」，「洗濯

機の使用」，「自室の装飾」など家事に関連する

項目，外出などの余暇に関連する項目は達成

MA が MA4 歳以上であった．また，作業面で

は，「作業開始の指示を待つ」，「作業準備」，

「片付け」など，活動の流れの中で繰り返し行

われる項目は達成 MA が MA3 歳以下であり，

「始業に遅れない」などの意欲，「不調の訴え」，

「周囲との交流」などの社会性に関連する項目

は達成 MA が MA4 歳以上であった．作業技術

に関連する項目は，「荷物を持つ」の粗大作業

に関連する項目は達成 MA が MA3 歳以下であ

ったが，「大きさ別に分類する」や「色別に分

類する」，「組立作業」，「ハサミやカッターの

使用」など，ほとんどの項目で項目別達成 MA
が MA4 歳以上であった． 

3）各居住環境における介助レベル別の割合 
分析対象者を全項目平均値により、自立レベ

ル（4 点以上），間接介助レベル（3 点以上 4 点

未満），直接介助レベル（3 点未満）の３群に操

作的に再群化し，居住環境別に集計した．

（Table.5） 
自立レベルとして集計された人数は，GH 群が

41 名（93.2％），居住型施設群が 42 名（34.4％），

在宅群が 101 名（65.5%）であった．間接介助

レベルとして集計された人数は，GH 群が 3 名

（6.8％），居住型施設群が 37 名（30.3％），在

宅群が 43 名（27.9%）であった．直接介助レ

ベルとして集計された人数は，居住型施設群が

43 名（35.2％），在宅群が 10 名（6.5%）であ

った．GH 群では，直接介助レベルに該当する

対象者はいなかった 
 
２． 居住環境による適応スキルの質的差異 
個々の分析対象者について「獲得困難項目」

を求め，居住環境群別に項目数を集計した．

「獲得困難項目」は，1-2）の「達成 MA」を基

準に，対象者の「当該 MA 以下の項目で，評価

値が 3（部分介助）以下であった項目」と操作

的に定義した．「獲得困難項目」として抽出さ

れた項目数は，達成 MA が MA4 歳以下である

72 項目のうち，GH 群が 39 項目，在宅群が 71
項目，施設群が 51 項目であった．同様に MA5
歳以下は，107 項目のうち，GH 群が 28 項目，

在宅群が 88 項目，施設群が 86 項目であった．

MA6 歳以下は，135 項目のうち，GH 群が 67
項目，在宅群が 102 項目，施設群が 122 項目で

あった．いずれの MA 段階においても，多くの

項目が「獲得困難項目」として抽出された． 
そこで，居住環境別の傾向をみるために，居

住環境別による各々の群の MA 段階ごとに，そ

の群の 50％以上の対象者にみられた獲得困難

項目を居住環境別獲得困難項目と操作的に定

義し，抽出した．尚，GH 群は MA3 歳代の対

象者が著しく少なく，また，施設群では MA7
歳代以上の対象者が少なかったため，MA4 歳

代，MA5 歳代，MA6 歳代の対象者をこの分析

の対象とした． 
抽出された居住環境別獲得困難項目を Fig.2

に表す．GH 群では，MA4 歳代で「適度な速さ

で食事する」，「歯を磨く」の身辺処理に関連す

る 2 項目のみが抽出された．施設群では，MA4
歳代で「汚れに気付き自ら着替える」，「身だし

なみ」，「信号機に従って，横断歩道をわたる」

の身辺処理に関連する 3 項目，MA5 歳代で， 
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Table.4 調査項目の達成 MA 
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単位：人（％）

居住環境群

GH 41 (93.2) 3 (6.8) 0 (0.0) 44 (100.0)

居住型施設 42 (34.4) 37 (30.3) 43 (35.2) 122 (100.0)

在宅 101 (65.6) 43 (27.9) 10 (6.5) 154 (100.0)

総計 184 (57.5) 83 (25.9) 53 (16.6) 320 (100.0)

自立レベル 間接介助レベル 直接介助レベル 総計
Table.5 居住環境群における介助レベル別構成比 
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「目的地までのバスに間違えずに乗る」，

「（バス，電車で）目的地で一人で降りる」，「ス

ケジュールに沿った行動をする」，「スーパー

などで指定された商品を選ぶ」，「紅茶やコー

ヒーを入れる」の家事や外出に関連する5項目，

MA6 歳代で，「（カップラーメン，サンドイッ

チなど）道具を必要としない簡単な調理」の家

事に関連する 1 項目が抽出された． 
 

Ⅳ．考察 
 
今回おこなった調査結果から，「食事」，「排

泄」，「起床･就寝」の領域は平均値が 4 以上で

あり，これらの領域は，多くの成人期知的障害

者にとって良好な適応状態であることが明ら

かとなった．評価項目ごとにみると，「食事用

具の使用」や「服の着脱」で得点が高かった．

柚木（1998）は，小規模作業所における重点支

援領域を明らかにするために，作業所を利用す

る知的障害者の適応状況を調査している．この

調査結果から「重度障害者でも年齢があがるこ

とで，基本的習慣はさらに確立の方 
向をたどる」と指摘しており，今回の調査で 
も同様の結果を得た． 
一方，支援ニーズの高い領域として「金銭管

理」領域があげられた．「金銭管理」領域の平

均得点は 2 点台であり，金銭管理に関連する適

応スキルは，多くの成人期知的障害者にとって，

直接的な支援が必要であることが明白になっ

た． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また， MA，IQ と各領域の平均得点の間に

は，いずれの領域も高い相関が認められた． 
MA と適応スキルとの関連性や内容上の重複性

は，多くの研究で指摘されている．本調査によ

る評価結果においても同様の結果が得られ，今

回の調査項目の達成には，MA が強く影響して

いることが明らかとなった． 
達成 MA による知的水準からみた調査項目

の傾向をは、MA4 歳を境に，項目の内容にお

いて相違がみられた．すなわち，MA4 歳以下

が達成 MA であった項目は，身辺処理に関連す

る項目や日常の活動のなかで繰り返し経験さ

れる項目が多く含まれていた．一方，MA4 歳

以上では，IADL や家事，道具を使用しての活

動など，複合的な適応スキルにを要する項目が

多く含まれていた． 
居住環境別に各介助レベルに該当する対象

者を集計した結果，GH 群では， 93.2％が自立

レベルにあり，多くの利用者が援助の度合いが

低いことが明らかとなった．一方，居住型施設

群において，34.4％が自立レベルとして集計さ

れた．適応スキルの高さが，グループホームな

どの地域生活への移行のひとつの条件と考え

るならば，本研究の居住型施設を利用する知的

障害者の地域移行への可能性が高いことが明

らかとなった． 
達成MA対象者のMAから抽出された獲得困

難項目は，居住環境の違いにより異っていた．

適応スキルは，MA による影響は強いものの，

MA 以外の環境などの要因が推測される項目も

あることが示唆された． 

Ｍ
Ａ
水
準

Ｍ
Ａ
水
準

Ｍ
Ａ
水
準

Ｍ
Ａ
水
準

MA4

MA5

MA7

MA6

●印：ＧＨ入居者における獲得困難項目

○印：施設利用者における獲得困難項目

＊在宅における獲得困難項目は抽出されなかった

○道具を必要としない簡単な調理をする
（カップラーメン，サンドイッチなど）

○スーパーなどで，指定された商品を選ぶ
○紅茶やコーヒーを自分で入れる

○汚れに気付き，自ら着替える
○身だしなみ（正しく衣服を着用する）

●適度な速さで食事をする
●歯を磨く

家事

外出

身辺処理
○信号機に従って，横断歩道を渡る

○目的地までのバスに間違えずに乗る
○目的地で（バスや電車を）一人で降りられる
○（外出時）スケジュールに沿った行動をする

Fig.2 居住環境別「獲得困難項目」 
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居住環境別獲得困難項目として抽出された

項目は，GH 群では「身辺処理」などの ADL
領域に関連する項目，居住型施設群では「身辺

処理」などの ADL 領域，「家事」や「外出」な

どの IADL 領域に関連する項目であった．獲得

困難項目を対象者らの支援ニーズとして考え

ると，同程度の MA 水準であっても，グループ

ホーム生活者と施設生活者とでは，支援ニーズ

が異なることが明らかとなった．しかし，グル

ープホームでの生活(援助されたことも含めて)
により，IADL 領域の適応状況が良好になった

のか，これらの領域に関連する適応スキルに制

約が少い者がグループホームで生活している

かは，今回の分析のみでは不明であろう．今後，

入所期間の統制や縦断的な調査による研究が

必要であろう． 
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